
 - 1 - 

日 高 管 内 ７ 町 の 財 政 概 況 
 
 
１ 決算規模 
    令和３年度の日高管内７町の普通会計決算額の合計は次のとおり。 
 
        ○ 歳 入    ６８７億８３百万円  （前年度 ７１０億 ９百万円） 
        ○ 歳 出   ６６４億１８百万円  （前年度 ６９７億２２百万円） 
 
  前年度と比較すると、歳入は２２億２５百万円の減少（３．１％減）となっており、歳出は３３億４百万円の
減少（４．７％減）となっている。 

 
 
２ 決算収支 
    令和３年度の歳入歳出差引額（形式収支）は、２３億６５百万円の黒字となっている。 
    形式収支から繰越明許費等の翌年度に繰り越すべき財源９億３百万円を差し引いた実質収支は、１４億６２ 
百万円の黒字となっており、管内７町全てが黒字決算となっている。 

 
表－１ 決算規模及び決算収支の状況 

                                                                         （単位：百万円、％） 

 
 
 

区      分 令和２年度 令和３年度 
比   較 参  考 

増減額 増減率 前年度増減率 

歳 入 総 額      Ａ 71,009 68,783 ▲2,225 ▲3.1 21.9 

歳 出 総 額      Ｂ 69,722 66,418 ▲3,304 ▲4.7 21.9 

形式収支（Ａ－Ｂ）    Ｃ 1,286 2,365 1,079 83.9 22.8 

翌年度に繰越すべき財源  Ｄ 421 903 482 114.5 334.0 

実質収支（Ｃ－Ｄ）    Ｅ 865 1462 597 69.0 ▲8.9 

 （注）各項目において、端数調整をしているため、合計は内訳と一致しないことがある。 
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３ 歳入の状況 
 
   令和３年度の歳入決算額の状況は下表のとおりであるが、特徴としては次の点があげられる。 
 ① 地方税は、家屋に係る固定資産税などが減少したため、前年度と比較して４４百万円の減少（０．５％減）

となっている。 
 ② 地方交付税は、前年度と比較して２３億９９百万円の増加（９．６％増）となっている。 

また、地方交付税の振替えとして発行される臨時財政対策債（後年度に地方交付税で１００％補填）の 
発行額が１億２２百万円の増加（１２．１％増）となり、地方交付税と臨時財政対策債を合わせると２５億 
２１百万円の増加（９．６％増）となっている。 

 ③ 地方譲与税等は、地方特例交付金などの増加により、前年度と比較して２億９６百万円の増加 
（１２．０％増）となっている。 

  ④ 歳入決算額を構成比で見ると、依然として地方交付税の構成比が４０％を占めており、地方交付税への 
依存が高い状況である。 

 
表－２ 歳入決算額の状況 

                                                                       （単位：百万円、％） 

区     分 
令和２年度  令和３年度  比   較 参  考 

 構成比  構成比 増減額 増減率 前年度増減率 

地 方 税 8,102 11.4 8,058 11.7 ▲44 ▲0.5 0.8 

地 方 交 付 税 25,120 35.4 27,520 40.0 2,400 9.6 2.2 

 うち 普通交付税 22,922 32.3 25,087 36.5 2,165 9.4 ▲1.9 
 うち 特別交付税 2,199 3.1 2,433 3.5 234 10.6 ▲1.5 

 うち震災復興特別交付税 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 

地 方 譲 与 税 等 2,469 3.5 2,765 4.0 296 12.0 11.6 

小    計（一般財源） 35,692 50.3 38,344 55.7 2,652 7.4 2.5 

国 庫 支 出 金 15,461 21.8 10,626 15.4 ▲4,835 ▲31.3 185.2 

道 支 出 金 3,712 5.2 3,407 5.0 ▲305 ▲8.2 4.1 
地 方 債 6,398 9.0 6,397 9.3 ▲1 0.0 27.9 

 うち臨時財政対策債 1,008 1.4 1,130 1.6 122 12.1 ▲4.0 

そ の 他 9,745 13.7 10,010 14.6 265 2.7 3.2 

合        計 71,009 100.0 68,783 100.0 ▲2,226 ▲3.1 21.9 

（注）１  地方譲与税等には、「地方譲与税」の他に「利子割交付金」、「配当割交付金」、「株式等譲渡所得割交金」、 

「分離課税所得割交付金」、「地方消費税交付金」、「ゴルフ場利用税交付金」、「特別地方消費税交付金」、 

「軽油引取税・自動車取得税交付金」、「自動車税環境性能割交付金」、「法人事業税交金」、「地方特例交付金」 

を含む。 

   ２  国庫支出金には、「国有提供施設等所在市町村助成交付金」を含む。 
   ３ 各項目において端数調整しているため、合計は内訳と一致しないことがある。 
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４  歳出の状況 
 
  令和３年度の歳出決算額の状況は下表のとおりであるが、特徴としては次の点があげられる。 
 ① 扶助費は、社会福祉費などが増加したため、１７億８４百万円の増加（３０．９％増）となっている。 
 ② 公債費は、過去に発行した地方債の利子の償還額が増加したため、２億５５百万円の増加（３．４％増） 

となっている。 
 ③ 歳出の構成比で見ると、人件費などの義務的経費は、決算額が２０億２０百万円増加しており、構成比は 

４．６ポイント増加している。 
 

表－３ 性質別歳出決算額の状況 
                                                                        （単位：百万円、％） 

区     分 
令和２年度  令和３年度  比   較 参 考 

構成比 構成比 増減額 増減率 前年度増減率 

 義 務 的 経 費 22,849 32.8 24,869 37.4 2,020 8.8 3.8 

  人  件  費 9,547 13.7 9,527 14.3 ▲20 ▲0.2 8.8 
 扶  助  費 5,778 8.3 7,561 11.4 1,783 30.9 ▲1.9 
 公  債  費 7,525 10.8 7,780 11.7 255 3.4 2.3 

 投 資 的 経 費 11,758 16.9 10,881 16.4 ▲877 ▲7.5 30.5 

 普通建設事業費 11,123 16.0 10,645 16.0 ▲478 ▲4.3 ▲40.4 
 うち補助事業費 6,473 9.3 6,766 10.2 293 4.5 37.8 
   うち単独事業費 4,650 6.7 3,879 5.8 ▲771 ▲16.6 44.3 
 災害復旧事業費 636 0.9 235 0.4 ▲401 ▲63.0 ▲41.7 
 失業対策事業費 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 

 その他の経費 35,115 50.4 30,668 46.2 ▲4,447 ▲12.6 34.2 

  物  件  費 9,118 13.1 9,168 13.8 50 0.5 3.1 
 維 持 補 修 費 1,239 1.8 1,398 2.1 159 12.9 40.4 
 補 助 費 等 16,180 23.2 10,225 15.4 ▲5,955 ▲36.8 87.2 
 積  立  金 2,277 3.3 4,186 6.3 1,909 83.8 10.6 
 投資･出資金､貸付金 602 0.9 547 0.8 ▲55 ▲9.2 ▲9.6 
 繰  出  金 5,699 8.2 5,144 7.7 ▲555 ▲9.7 12.3 

合   計 69,722 100.0 66,418 100.0 ▲3,304 ▲4.7 21.9 

（注）各項目において、端数調整をしているため、合計は内訳と一致しないことがある。 
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５  健全化判断比率 
 
（１）実質赤字比率 
 

一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率である。 
令和３年度決算で実質赤字が発生している団体はない。 

 
表４－１ 実質赤字比率 

                                                                       （単位：％） 

市町村名 実質赤字比率 早期健全化基準 財政再生基準 

日 高 町 － 14.04 20.00 

平 取 町 － 15.00 20.00 

新 冠 町 － 15.00 20.00 

浦 河 町 － 14.54 20.00 

様 似 町 － 15.00 20.00 

え り も 町 － 15.00 20.00 

新ひだか町 － 13.38 20.00 

          （注）財政力に応じて 11.25～15%が早期健全化基準、20%が財政再生基準となっており、 

この比率を超えた市町村は財政健全化計画等を策定しなければならない。 

 

 
（２）連結実質赤字比率 
 
   全ての会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政規模に対する比率である。 

令和３年度決算で連結実質赤字が発生している団体はない。 
  

表４－２ 連結実質赤字比率 
                                                                           （単位：％） 

市町村名 連結実質赤字比率 早期健全化基準 財政再生基準 

日 高 町 － 19.04 30.00 

平 取 町 － 20.00 30.00 

新 冠 町 － 20.00 30.00 

浦 河 町 － 19.54 30.00 

様 似 町 － 20.00 30.00 

え り も 町 － 20.00 30.00 

新ひだか町 － 18.38 30.00 

               （注）財政力に応じて 16.25～20%が早期健全化基準、30%が財政再生基準となっており、 

この比率を超えた市町村は財政健全化計画等を策定しなければならない。 
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（３）実質公債費比率                                                                           
 
   一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模※に対する比率である。 

管内平均は、前年度と比較して０．３ポイント上昇し、９．９％（加重平均）となっている。 
※ 標準財政規模から元利償還金等に係る基準財政需要額算入額を控除した額 

 
表４－３ 実質公債費比率の推移 

                                  （単位：％） 

区      分 令和２年度 令和３年度 

管内実質公債費比率 9.6 9.9 

全道実質公債費比率 7.0 6.9 

  （注）各市町村の比率を加重平均したもの。 
 

表４－４ 実質公債費比率 
                                                              （単位：％） 

市町村名 実質公債費比率 早期健全化基準 財政再生基準 

日 高 町 12.3 25.0 35.0 

平 取 町 5.5 25.0 35.0 

新 冠 町 7.7 25.0 35.0 

浦 河 町 10.3 25.0 35.0 

様 似 町 11.1 25.0 35.0 

え り も 町 8.5 25.0 35.0 

新ひだか町 10.0 25.0 35.0 

           （注）25%が早期健全化基準、35%が財政再生基準となっており、この比率を超えた 

市町村は財政健全化計画を策定しなければならない。 

 
 
（４）将来負担比率 
 
   損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政

規模※に対する比率である。 
   管内平均は、前年度と比較して１２．３ポイント下降し、２４．５％（加重平均）となっている。 

※ 標準財政規模から元利償還金等に係る基準財政需要額算入額を控除した額 
 

表４－５ 将来負担比率の推移 
                                         （単位：％） 

区     分 令和２年度 令和３年度 

管内将来負担比率 36.8 24.2 

全道将来負担比率 38.3 26.7 

 （注）各市町村の比率を加重平均したもの。 
 

表４－６ 将来負担比率 
                                                                   （単位：％） 

市町村名 将来負担比率 早期健全化基準 

日 高 町 58.7 350.0 

平 取 町 45.0 350.0 

新 冠 町 - 350.0 

浦 河 町 17.9 350.0 

様 似 町 16.9 350.0 

え り も 町 - 350.0 

新ひだか町 35.2 350.0 

             （注）350%が早期健全化基準となっており、この比率を超えた 

市町村は財政健全化計画を策定しなければならない。 
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６ 経常収支比率 
 
  令和３年度の経常収支比率は、管内平均は８５．０％（加重平均）であり、全道平均の８８．４％を 
下回っている。 

 
表－５ 経常収支比率の推移 

                                                                        （単位：％） 

区    分 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

管内経常収支比率 91.3 90.8 90.8 89.2 85.0 

 うち人件費 22.6 23.1 23.1 24.6        22.5 

うち公債費 18.9 19.6 19.5 19.6 18.9 

全道経常収支比率 91.1 92.3 92.5 92.4 88.4 

 うち人件費 23.5 23.6 23.5 24.2 22.5 

うち公債費 17.8 18.1 17.9 18.0 17.9 

  （注）各市町村の比率を加重平均したもの。 
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７ 地方債現在高 
 
  令和３年度末の地方債現在高は６８４億５４百万円で、前年度と比較して１０億９２百万円の減少 
（１．６％減）となっている。 

  
表－６ 地方債現在高の状況 

                                                              （単位：百万円、％） 

区   分
 

令和２年度末 令和３年度末 
比  較 

増減額 増減率 

管内地方債現在高 69,546 68,454 ▲1,092 ▲1.6 

全道町村地方債現在高 1,045,168 1,053,983 8,815 0.8 
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８ 積立金現在高 
 
  令和３年度末の積立金現在高は１９０億３４百万円であり、前年度と比較して２９億８８百万円の増加 
（１８．６％増）となっている。 

 
表－７ 積立金現在高の状況 

                                                        （単位：百万円、％） 

区   分
 

令和２年度末
 

令和３年度末
 比   較 

増減額 増減率 

財政調整基金 5,835 7,335 1,500 25.7 

減 債 基 金 2,988 3,130 142 4.7 

その他特定目的基金 7,224 8,570 1,346 18.6 

合   計 16,046 19,034 2,988 18.6 

       （注）各項目において、端数調整をしているため、合計は内訳と一致しないことがある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


